
１　施策の位置付け

２　施策の取組状況

取組内容と成果・成果の要因，進捗の状況

Ｃ ： 計画より遅れ
 　 （主要な構成事業の
　　２割超が計画より遅れ）
　　　　　［１５点］

Ｂ ：前年度同水準
　　　（±５ｐｔ以内）
　　　　　　［２５点］

Ｃ ：前年度より低下
　　　（－５ｐｔ超）
　　　　　［１５点］

総合評価
　順調 ：（Ａ評価が２つ以上
（Ｃ評価がある場合を除く。））
　　　　　［９０点以上］

　概ね順調 ：
　（主にＢ評価が２つ以上）
　　［６５点以上９０点未満］

　やや遅れている ：
　（Ｃ評価が２つ以上）
　　　　［６５点未満］

　Ｂ ： 計画どおり
 　 　（主要な構成事業の
　　　８割以上が計画どおり）
　　　　　　［２５点］

Ｂ ：達成度７０％～９０％
　　　　　　［２５点］

Ｃ ：達成度７０％未満
　　　　　［１５点］施

策
の
満
足
度
の
推
移

取
組
の
進
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状
況

※
評
価
の
考
え
方

①施策指標
　Ａ ：達成度９０％超
　　　　　　［３３点］

②市民意識
調査結果
（満足度）

　Ａ ：前年度より向上
　　　　　（＋５ｐｔ超）
　　　　　　［３３点］

③主要な構成
事業の

進捗状況

　Ａ ： 計画以上
 　　 （主要な構成事業の
　　　２割超が計画以上）
　　　　　　［３３点］
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実績値

【

参
考
】

中
核
市
等
と
の
水
準
比
較

H25 H26

販売農家数/総農家数（％）

中核市平均 58.3

5位/41市中

59.4

77.5 77.46

H27 H28 H29指標名（単位） H24

中核市での本
市の順位

中核市平均

実績値

5位/41市中

①
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指標名（単位） H24

Ｂ

指
標
２

単年度
目標値

目標値
（Ｈ29）

７８０経営体
単年度の
達成度

97.8% 92.1%

前年度からの
増減

-0.4%

Ｂ

現状値 ６６０経営体 実績値 665 645

760 780

Ａ

施策の満足度（％）

20.0%

  ③　主要な構成事業の進捗状況
　　（主要な構成事業の個別の進捗状況は，「３　施策を構成する事業の状況｝を参照）

H26 H27 H28 H29 評価

指
標
１

認定農業者数（経営体）
単年度
目標値

680 700

評価
②
市
民
意
識
調
査
結
果

指
標
３

指標名（単位）
H24

（現状値）
H25

調査結果 15.5% 15.1%

目標値
（Ｈ29）

H25 H26 H27

720 740

現状値 実績値

H28
H29

（目標年）

平成２６年度　行政評価　　施策カルテ

施策指標

施策名

政策の達成目標
（基本施策目標）

施策を取り
巻く環境等

総合計画記載頁

施策目標 地域の実情に合った多様な担い手が，確保・育成されています。

政策の柱 Ⅳ　市民の豊かな暮らしを支える活気と活力のある社会を築くために
政策名

（基本施策名）
１９　農林業の付加価値を高める

施策主管課１　農林業を支える担い手の育成・確保

農林業を支える多様な担い手が育ち，生産力や産地力の向上，良好な農村環境の形成など，総合
的に農林業の付加価値が高まっています。

120ページ農業振興課

総
合
評
価

83点

概ね順調市民満足度

・全国的な農業の課題と同様に，本市においても農業従事者数の減少と高齢化が同時に深刻化して喫緊の課題となっており，また，ＴＰＰ参加に向けた交渉が進む中，農業を取り巻く環境はますます厳しい状況になることが見込まれる。
・自給的農家と専業農家が増える中にあっても，１，０００万円以上の大規模・高額売上の販売農家が増加しており，担い手への農地利用集積など担い手の育成が進んでいる。

・担い手の確保・育成のうち，認定農業者については，施設園芸や畜産など土地利用型農業以外も活用できる支
援策を構築することなどにより，引き続き一定数を確保している状況である。また，新規就農者については，新規就
農の３大障壁である「農地の確保」「技術の習得」「資金の確保」に対し，就農段階に応じて支援策を用意するなど
きめ細かい支援を行っており，新規就農者数も増加傾向にある。こうした状況を踏まえ，市民満足度が維持されて
いるものと考えられる。

・本市では，認定農業者がメリットを感じられる本市独自の補助事業を用意するなど認定農業者の確保に積極的
に取り組んだこと等により，平成２５年度においては９０％以上の達成度の成果が得られたものの，前年度比で２
０経営体が減少しており，今後の目標である「＋２０経営体／年度」には及んでいない。

※『①施策指標』の単年度の達成度の計算について

★ 逓増型の指標（目標値が基準値より増加することが望ましいもの） × １００ （％）

★ 逓減型の指標（目標値が基準値より減少することが望ましいもの） × １００ （％）

実績値

目標値

目標値

実績値



３　施策を構成する事業の状況 ※凡例　○：「総合計画の戦略プロジェクト・主要事業」対象，★：「③ 主要な構成事業の進捗状況」対象（最大５事業選択）

４　今後の施策の取組方針

・農業の持続的発展と食料の安定供給のため，農業の経営体が経営規模の
拡大や経営の多角化等に取り組む際に必要となる農業用機械の導入等につ
いて，引き続き支援していく。

・新規就農者の確保・育成

・地域の中心となる経
営体（青年新規就農者
を含む人・農地プラン
登載者）

・農業経営の改善・発展を図
るために必要な農業機械，施
設等の事業費の助成

計画どおり 2,864 H22

26,300 H8

・担い手の高齢化に伴い農地の管理に関する相談の増加が予想される中，農
地の総合相談窓口として，また農地利用集積円滑化団体として公社の役割は
ますます重要となることから，引き続き公社が行う各種事業に対し助成を行
う。
・農地利用の集積や担い手の育成確保に加え，営農集団育成事業など公社
が担う事業が持続的かつ効果的に実施できるよう体制強化を進める。

H24

・地域を絞って充実強化を図るなど，地域農業の設計図として機能するよう適
宜プランの見直しを進める。
・新規就農者にとり，就農間もない時期に支給される青年就農給付金は非常
に重要であることから，対象者に遺漏がないよう制度の周知徹底を図るととも
に，対象者に迅速・確実に給付がなされるよう適正な給付事務に努める。

33,363

8 農業公社運営費補助金 ★

・農業者の経営力の向上支
援
・新規就農者の確保・育成
・担い手への農地利用集積
の強化

・公益財団法人宇都宮
市農業公社

・公社が実施する地域の新
規就農者の確保育成や担い
手の経営支援に関する事業
に対する助成
・人件費助成

計画どおり

・個別事業としては廃止する方向であるが，被災者支援の観点から，新規就
農者支援事業など既存事業の中で事業が継続できるよう検討する。
・併せて，利用意向のある被災者の遺漏がないよう，様々な機会を捉えて制
度の周知を図る。

7 人・農地プラン関連事業 ○★
・新規就農者の確保・育成
・担い手への農地利用集積
の強化

・地域の中心となる経
営体（青年新規就農者
を含む）
・土地利用型農業から
引退する意向のある農
業者

・人・農地プランの作成
・青年就農給付金の給付
・農地集積協力金の給付

計画どおり

5 被災者就農促進事業 ・新規就農者の確保・育成
・被災者を雇用した市
内の農業生産法人等
・被災農業者

・被災者を雇用する場合の賃
金の助成
・農地を賃貸する場合の賃貸
料の助成

・農業従事者が減少する中，担い手を育成する上で市とＪＡ等関係機関が連
携して事業を実施することが有効であることから，市，農業公社，県，ＪＡ等の
関係機関等で構成される農業再生協議会の活動に対し，引き続き助成する。
・研修会・講演会等が農業者に有益なものとなるよう農業を取り巻く環境等を
十分踏まえて内容等の改善を再生協議会に働きかけていく。

・農業従事者の減少や高齢化により認定農業者数が伸び悩んでいるが，農業
の持続的な発展のために地域農業の担い手である認定農業者の確保は重要
であることから，認定農業者として受けられるメリットの創出を図り，認定農業
者の確保に努める。
・所得レベルに応じた経営支援を行い，認定農業者全体の質の向上を図る。

2 担い手育成総合支援事業補助金 ★
・農業者の経営力の向上支
援

・宇都宮市農業再生協
議会

・農業再生協議会が実施す
る地域の担い手の確保・育
成支援事業に対する助成

№ 事業名
戦略Ｐ・
主要事業

※

0 H5

事業の
進捗状況

H25
事業費

（千円）

1 担い手育成支援事業 ★
・農業者の経営力の向上支
援

・農業経営基盤の強化
を図るために経営改善
を図ろうとする農業者
等

・農業者が作成する農業経
営の改善計画の認定

・関係機関との連携
・経験豊かな農林業士などと
の交流機会の提供
・体験実習機会の提供

取組（何を）

H24

計画どおり 453 H12

計画どおり 1,148 H17

・持続可能な農業の実現に向け，今後も関係機関で構成する新規就農支援
ネットワークにより，一体的な施策の推進や情報の共有化を図っていく。
・研修会の実施，地域の核となる農業者（農業士，認定農業者等）や支援関係
団体との交流会の開催など，就農段階に応じた支援策を引き続き実施するこ
とで，円滑な農業への定着を促進する。

・新規就農者就農直後の生活安定を目的とした制度として平成24年度に国が
始めた青年就農給付金があるが，当該給付金の対象外となる新規就農者の
活用が期待され，また，本市独自の事業として市内外の就農希望者に対し強
いアピールとなることから，引き続き事業を継続していく。
・併せて，事業のメリットをアピールすることで利用者の増加を目指す。

計画どおり 0

H23計画どおり 1,800

3 新規就農者支援事業 ○★ ・新規就農者の確保・育成
・新規就農者
・（市内で）就農を考え
る者

○ ・新規就農者の確保・育成
・公益財団宇都宮市農
業公社

・公社が実施する貸付事業
の原資の助成

6 経営体育成支援事業費補助金

4 新規就農者生活資金貸付事業補助金

開始年度
日本一
施策
事業

計画どおり

方向性

〈施策全般〉
◆本市農業の持続的な発展のためには，地域農業の担い手の確保・育成を図ることが必要不可欠であるため，これまでの施策を継続す
るとともに，個々の地域の状況に応じて，集落営農の組織化や企業・法人を含めた意欲と能力のある担い手の確保・育成を図る。

今後の方向性

課題

〈主要事業〉
◆担い手育成支援事業：本市農業の持続的な発展のために地域農業の担い手の確保が重要であることから，引き続き，認定農業者等担
い手の確保に努めるとともに，所得レベルに応じた経営支援を行い，農業者全体の経営力の向上を図る。
◆担い手育成総合支援事業補助金：担い手を育成する上で市とＪＡ等の関係機関の連携は有効であることから，これらの関係機関で構成
される農業再生協議会の活動に対し，引き続き助成する。
◆新規就農者支援事業：長期的に農業経営を継続できる新規就農者の確保・育成は非常に重要であることから，これまでの新規就農支
援事業を継続するとともに，農家の後継者に対する支援等，新たな支援策の検討を行う。
◆人・農地プラン関連事業：国費充当率１００％の国庫補助事業であり，新規就農者への経済的支援や担い手への農地集積促進が期待
できることから，給付要件を満たす対象者に給付漏れがないよう事業の周知等に努めながら，本市独自の支援策とともに事業を継続す
る。
◆農業公社運営費補助金：将来の地域の在り方等を見据えて農地の面的な集積や担い手の確保・育成が進められるよう，農地中間管理
事業の活用を含め，関係機関との連携強化を図る。
〈その他個別事業〉
◆他の事業との組み合わせにより，それぞれの事業の効果が高まるよう，事業の連携を図る。

◆農業従事者の高齢化や農業後継者の減少などにより，依然として担い手不足は深刻な状況にある。特に土地利用型農業
については，一定規模の農地の確保等が必要であることから農外からの新規就農が困難な実情があるため，地域農業の基
盤となる仕組みを構築する必要がある。

◆農業の担い手への農地の集積については，数字上は進んでいるものの，効率的な農業経営に必要な面的な集積が進んで
いない状況にあり，農地の団地化を図る必要がある。

施 策 目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 方 針

対象者・物（誰・何に）

事業が属する総合計画の
構成事業名

事業内容


